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相続回復請求権の消滅時効完成前の取得時効の成否

事実の概要

　Ｘ（原告・被控訴人）は、Ａ（平成 16 年 2 月死亡）

の養子として唯一の法定相続人となった。Ｘは、
Ａの遺産について本件不動産の相続を原因とす
る所有権移転登記や本件預貯金等の相続に伴う
名義変更等の手続をしたが、平成 30 年、Ａの遺
産を甥のＹ１・Ｙ２（被告・控訴人）およびＸに等
しく分ける旨の自筆証書遺言書（本件遺言書。Ｙ１

の自宅で保管）の存在が明らかとなり、同年 8 月
その検認がされ、Ｚ１・Ｚ２が遺言執行者に選任さ
れた。
　Ｘが、ＹらおよびＺらを相手どって、（ⅰ）主
位的に、Ａの意思無能力による本件遺言の無効確
認を求めるとともに、（ⅱ）予備的に、Ｘに対す
る①本件不動産についての持分移転登記請求権お
よび②本件預貯金等の不当利得返還請求権がいず
れも存在しないことの確認を求めて提訴。
　原審の東京地判令 3・1・14（公刊物未登載、
LEX/DB25587598）は、主位的請求を棄却したが、
予備的請求を認容したため、Ｙら・Ｚらのみ控訴。
控訴審は、予備的請求②に係るＸの訴え（Ｚらを
相手方とする部分は取り下げた）のうちＹ２を被告
とする不当利得返還請求権の不存在確認請求を認
容した部分について原判決を取り消し、その余の
控訴を棄却した。

判決の要旨

　１　予備的請求①について
　(1)　「Ｘは、平成 16 年 2 月○日以降、本件不
動産を占有していた」が、「Ａの唯一の法定相続
人であって、同日の時点では本件遺言書の存在及
びその内容を知ら」ず、「所有の意思をもって占
有し」、Ｙ１・Ｙ２が本件遺言で「本件不動産の共
有持分を取得したこと」について善意無過失で
あった。
　「表見相続人であるＸは、被相続人Ａの相続財
産全てを相続したものとして、その占有管理を継
続し、又はその一部を処分しているので」、「Ａ
の遺言により真正共同相続人となった」Ｙ１・Ｙ２

が「相続回復請求をする要件が備わっているとす
ると」、Ｘは「民法 884 条の相続回復請求権の消
滅時効を主張することも可能であるし、 民法 162
条に規定する取得時効を主張し得る余地もある」。
　(2)　「民法 884 条の相続回復請求の制度は、
……表見相続人が真正共同相続人の相続権を侵害
している場合についても……適用を特に否定すべ
き理由はな〔く〕（昭和 53 年大法廷判決）」、「共
同相続人に、同法 990 条により相続人とみなさ
れる包括遺贈を受けた者が含まれるときであって
も変わるものではない」。
　(3)　民法 884 条の消滅時効は、「表見相続人が
外見上相続により相続財産を取得したような事実
状態が生じた後に相当年月を経てからこの事実状
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態を覆滅して……当事者又は第三者の権利義務関
係に混乱を生じさせることのないように、相続権
の帰属及びこれに伴う法律関係を早期にかつ終局
的に確定させる」趣旨であり、「相続回復請求権
の消滅時効も同法 162 条の取得時効も、いずれ
も事実状態に基づいて法律関係を早期にかつ終局
的に確定させるために設けられた……点で違いは
ない」が、「両者は、一般法と特別法の関係にあ
るわけではな」く、「異なった適用場面が想定さ
れるものとして、別々の制度として規定されてい
る」。「個々の相続財産について、生じてきた事実
状態に基づいて取得時効が援用される場合、相続
回復請求権の消滅時効が成立するか否かにかかわ
らず、取得時効の成立を検討する必要性があ」り、

「所有物返還請求権等の個別的請求権又はその集
合……のような性格の相続回復請求権について、
個々の相続財産についての取得時効の成立を排除
し得るような特別の効力も趣旨も見いだすことは
できない」。
　(4)　「仮に、共同相続人間においても、同条の
相続回復請求権を行使し得る間は、取得時効を援
用することができないという……大審院……の解
釈を採用すると、真正共同相続人の相続権を侵害
している共同相続人につき、その相続権侵害の開
始時点において、他に共同相続人がいること……
に……善意かつ合理的事由……が認められる場合
は、同条が適用されることから同法 162 条によ
る取得時効を援用することができず、善意かつ
合理的事由が認められない場合は、同法 884 条
の適用が排除される結果として同法 162 条によ
る取得時効を援用することができる」が、「およ
そ均衡を失する解釈である」。明治 44 年・昭和 7
年の「大審院判決」が「改正前の民法 966 条等
に基づいて遺産相続ないし家督相続の回復を請求
することができる間については、表見相続人が
個々の相続財産について取得時効の規定によりそ
の権利を取得することを否定」したのは、「家督
相続制度を採用していた明治民法下においては妥
当する解釈であった」が、「今日において維持す
るのは困難であり、先例としての意義を失った」。
　(5)　Ｘに対する本件移転登記請求権は、本件
不動産につきⅩの取得時効完成によって消滅し
た。

　２　予備的請求②について
　(1)　「遺言書の存在及び内容を知らない包括受
遺者は、法定相続人が相続財産の一部ないし全部
を取得……処分」しても、それに対する「不当利
得返還請求権が発生したことを認識することがで
き」ず、「遺言書の存在及び内容を知り、 自らが
包括遺贈を受けたことを知って初めて、上記不当
利得返還請求権を行使することが現実に期待でき
る」ので、遺言書の存在・内容を知るまでの間、
上記不当利得返還請求権の消滅時効は進行しな
い。
　Ｙ１は、Ａの相続開始時に既に本件遺言書の存
在・内容を知っていたので、Ⅹの本件預貯金等の
名義変更等・取得による本件返還請求権の発生
時から、権利行使を現実に期待することができ、

「Ｙ１の本件返還請求権は、遅くともⅩが本件預貯
金等を取得した最終日である平成 16 年 6 月 2 日
から 10 年が経過した時点で、時効により消滅し
た」。
　Ｙ２が平成 31 年 1 月のＺら遺言執行者の通知
で本件遺言書の存在・内容を初めて知るまでの間
は、「Ｙ２の本件返還請求権の消滅時効は進行しな
い」し、その後の時効完成も認められない。
　(2)　相続回復請求権の「実質は、相続財産を
構成する個々の不動産、動産等の所有権、共有持
分権等に基づく物権的請求権の集合であ」り、本
件返還請求権は、Ｙ１・Ｙ２が「包括遺贈を受け、
Ⅹが本件預貯金等を単独で取得し……て発生した
不当利得返還請求権であるから、相続回復請求権
に基づくものということはできない」。「なお、相
続回復請求の制度が債権の消滅時効の規定の適用
を排除するものではないことは取得時効の規定の
適用について……説示したところと同様である」。

判例の解説

　一　本判決の意義
　本判決は、相続回復請求権（884 条）の消滅時
効完成前に取得時効（162 条）の成立を肯定した
高裁レベルの初めての判決であり（上告審の最判
令 6・3・19 裁判所ウェブサイトも同様の判断を初め
て示してこれを維持）、実務的・理論的に重要性を
有する。以下では上記論点に重点を置き、他の論
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点は上記に関連する限度で言及する。

　二　先例・学説との関係
　１　前提となる論点
　本件は、唯一の法定相続人Ⅹが単独相続したと
して全ての相続財産を占有管理等してきたとこ
ろ、Ⅹ・Ｙ１・Ｙ２にそれぞれ 3 分の 1 の割合で包
括遺贈する遺言が明らかになったため、Ｙ１・Ｙ２

の相続回復請求権に対しⅩが相続不動産について
取得時効を主張しうるかが主要な争点になった。
　その前提として、①包括受遺者も「相続人と同
一の権利義務を有する」（990 条）ので、真正相
続人として表見相続人に対する相続回復請求権を
有する、②共同相続人であっても、相続財産のう
ち自己の本来の相続持分をこえる部分について、
真正共同相続人の相続権を善意かつ合理的事由を
もって侵害している場合には、その限度で表見相
続人として相続回復請求権が適用される（①②に
つき判決の要旨１(2) 参照）、③上記②の場合の共有
持分権に基づく表見相続人に対する登記請求は相
続回復請求である、という解釈がある。
　①は、従来の裁判例・学説１）の立場である。②は、
判旨も引用する最大判昭 53・12・20（民集 32 巻
9 号 1674 頁）が、㋐相続回復請求権が消滅時効を
定めた「当事者又は第三者の権利義務関係に混乱
を生じさせることのないよう相続権の帰属及びこ
れに伴う法律関係を早期にかつ終局的に確定させ
る」趣旨は、共同相続人間の争いの場合も違いは
ない一方で、㋑悪意または合理的事由のない侵害
者は「制度の埒外」であって、善意かつ合理的事
由がある２）場合が適用対象となるとした判断を
踏まえたものである。③は、前掲最大判昭 53・
12・20 がかかる請求の事案を相続回復請求権の
問題とする一方、相続回復請求権について、同判
決の調査官解説が、「物権的請求権に代表される
……一般的、個々的な侵害財産回復請求権が特別
な場合に相続回復請求権の〔消滅時効の〕規律に
服すべきものとされた状態」３）としたことや、通
説が、個々の相続財産の回復請求権（返還請求権等）

の総称・集合４）と定義していることに沿っている。

　２　相続回復請求権の消滅時効と取得時効
　判旨が言及する明治民法下の大審院判決は、特

別規定である相続回復請求の規定（明治民法 966
条〔家督相続〕。同 993 条で遺産相続にも準用）が取
得時効の規定を排除するとして、相続回復請求権
の消滅時効完成前の時効取得につき否定説をとっ
た５）が、学説には肯定説からの批判があった。
　フランス法を模した旧民法やドイツ法と異な
り、起草者が 5 年の短期消滅時効を規定すること
で「当事者間及ヒ第三者ニ対スル権利義務ノ関係」
の「非常ノ攪乱」を避けようとした６）ことを踏
まえ、我妻説は、「第三者の関係をも考へ、相続
財産の関係を一般の場合に比して特に速に確定せ
ん」とする規定の趣旨からは、一般の時効で「更
に速に確定し得る場合」には時効によることが「趣
旨に合する」とした７）。
　戦後、戸主権の承継を伴う家督相続が廃止され、
純粋な財産相続の制度に改正された後の相続回復
請求権（5 年と 20 年の期間制限は変わりない）に関
する学説でも肯定説が支配的であり８）、上記大審
院判決は維持されるべきものか疑問とされてき
た９）。所有者不明土地問題を契機として、共同相
続人による不動産の取得時効の要件の立法化が検
討された際も、かかる見解に立って、相続回復請
求権は時効取得を妨げない旨の規律が中間試案の
段階では盛り込まれた 10）。
　原審の前掲東京地判令 3・1・14 や本判決が肯
定説に立つのは、上記の流れに沿ったものである。

　三　判旨の検討・評価
　１　相続回復請求権の消滅時効と取得時効
　(1)　本判決は、肯定説をとる理由の一つとし
て、原審や一部の学説 11）と同様、取得時効が、
前掲最大判昭 53・12・20 の善意かつ合理的事由
のある共同相続人には否定され、悪意または合理
的事由のない共同相続人には適用されるという
否定説から生じる不均衡を挙げる（判決の要旨１
(4)）。
　しかし、最判昭 54・4・17（判時 929 号 67 頁）は、
単独相続したと信ずる合理的事由がない共同相続
人について単独の自主占有による取得時効を否定
しているので、あまり理由にならない 12）。上告
審の前掲最判令 6・3・19 は、この点を理由にし
ていない。
　(2)　本判決は、相続回復請求権の消滅時効も
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162 条の取得時効も、法律関係の早期確定を趣旨
とするが、特別法・一般法の関係にはなく、異な
る場面を想定した別の制度であり、前者が後者を
排除する関係にないとする。
　しかし、法律関係の早期確定という 884 条の
趣旨からは同条の存在で取得時効が否定されるべ
きでないとする原審のほうが、我妻説に沿った端
的な議論である。我妻説は、起草者に依拠した家
督相続回復請求権の趣旨から取得時効を排除しな
かったが、前掲最大判昭 53・12・20 の相続回復
請求権の趣旨に関する判示も軌を一にする点で、
我妻説の議論は現行法でも正当である。884 条・
162 条を特別法・一般法の関係と捉えるか否かで、
後者を排除する関係か否かが決まるわけでなく、
特別法・一般法であっても規定の趣旨で排除関係
か並存関係かが決まる点でも、原審の議論のほう
が妥当である。上告審の理由も我妻説や原審に近
い。

　２　相続回復請求権と不当利得返還請求権
　本件預貯金等の不当利得返還請求権について、
原審は、相続回復請求権の問題としたが、本判決
は、判決の要旨２(2) で、相続財産を構成する個々
の不動産等の「物権的請求権の集合」としての相
続回復請求権の問題ではないとした（本件の結論
には影響ない）。掲載誌の解説は、「物権的請求権
を行使して遺産の占有の回復を求めるものではな
く、遺産から離脱して処分された預貯金等につい
て不当利得としてその返還を求めるものであるか
ら」相続回復請求権の問題ではないとした 13）。
　しかし、前述（二１）の調査官解説の相続回復
請求権の定義や、共同相続人の一部が脱落して共
有登記がされた土地の売却代金（遺産から逸出し
た代償財産）に係る不当利得返還請求権の事案を
相続回復請求権の問題とした最高裁判決 14）に照
らし、疑問である。本件の不当利得返還請求権は、

「相続財産に関する個別の請求権（物権的請求権
や不当利得返還請求権）のうち一定範囲のものを
期間制限にかからせて権利関係を早期に安定させ
る制度」15）としての相続回復請求権と性質決定す
べきであろう。
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